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文京区内部統制評価報告書附属資料 

 

 

本資料は、内部統制評価報告書の附属資料として、全庁的な内部統制及び業務レベルの内部統

制の取組について、評価の概要等を記載したものです。 

全庁的な内部統制については、内部統制の目的を達成するために必要とされる六つの基本的要

素である「統制環境」、「リスクの評価と対応」、「統制活動」、「情報と伝達」、「モニタリング」及

び「ICT への対応」を記載しています。 

業務レベルの内部統制については、各部署の業務において重要性が大きく優先的に取り組むこ

ととしたリスクへの対応等を記載しています。 

なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結び付き、一体となって機能すること

で、その目的を合理的な範囲で達成しようとするものです。そのため、内部統制は、その目的の

達成を阻害する全てのリスクを防止し、又は当該リスクの顕在化を適時に発見することができな

い可能性があるものと示されていますが、継続的に見直しを行いながら精度の向上を図っていき

ます。 

 

Ⅰ 全庁的な内部統制に関する事項  

 

１ 概要 

内部統制についての組織的な取組の方向性等を示すため、地方自治法（昭和 22 年法律第 67

号。以下「法」という。）第 150 条第２項の規定により、「文京区内部統制に関する方針」（別

紙１）を策定しました。 

内部統制の対象とする事務（以下「内部統制対象事務」という。）は、法第 150 条第２項第

１号に規定する財務に関する事務及び同項第２号の規定により追加する個人情報に関する事

務としました。 

その上で、内部統制の目的を達成するために必要とされる六つの基本的要素ごとに、評価

の基本的な考え方と評価項目を示した「全庁的な内部統制の評価の基本的考え方及び評価項

目」（別紙２）を踏まえて、内部統制の目的を達成するために適切なものとなるよう以下の取

組等を行いました。 

 

２ 取組状況等 

⑴ 統制環境 

区長は、内部統制制度を導入するに当たり、「文京区内部統制に関する方針」を定め、持

続可能な行財政運営の確保に努めることを職員及び区民等に示しています。 

内部統制を組織的かつ効果的に推進するため、区長を本部長、副区長及び教育長を副本

部長、庁議を構成する部長等を本部員とした文京区内部統制推進本部（以下「推進本部」

という。）を設置しています。また、推進本部の効率的な運営を図るため、総務部長を幹事

長、会計管理者及び監査事務局長を副幹事長とし、企画政策部企画課長、企画政策部財政

課長、企画政策部広報課長、企画政策部情報政策課長、総務部総務課長、総務部職員課長、
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総務部契約管財課長及び教育推進部教育総務課長を幹事とする文京区内部統制推進本部幹

事会（以下「幹事会」という。）を設置しています。推進本部及び幹事会の庶務は、総務部

総務課において処理します。 

さらに、職員の能力を引き出すことを支援するため、職員の能力開発や意識改革等を促

進する研修等を実施するほか、組織や職員に関する各種規定を整備しています。 

 

⑵ リスクの評価と対応 

日常の業務執行の中で起こり得るリスクを把握するため、過去にあった監査委員の指摘

事項、過去にあった不適切な事務処理、他の地方公共団体で発生した事務事故等を踏まえ

て、どの部署においても共通に起こり得るリスクを記載した「財務及び個人情報に関する

事務についてのリスク例」（別紙３。以下「リスク例」という。）を作成し、各部署に示しま

した。 

各部署は、リスク例を参考に業務におけるリスクを識別し、及び評価し、重要性が大き

く優先的に取り組むリスクを記載したリスク評価シートを作成します。当該リスクについ

ては、対応策を整備して、適正な業務執行の確保に努めることとしています。 

なお、リスク例やリスク評価シートは、状況の変化等を踏まえて、必要に応じて年度ご

とに内容を見直していきます。 

 

⑶ 統制活動 

事案の決定権限及び決定手続について、事務執行の能率的運営を図るとともに、権限と

責任の所在を明確化し、事案決定の適正化に資する規定を定めています。さらに、適正に

業務を執行するための手続等も各種規定に定め、組織内の全ての者は、この手続等に従っ

て業務を遂行することとしています。 

内部統制の評価に当たり、リスク対応策の整備状況及び運用状況について評価を行い、

必要な是正及び改善等を行っています。 

 

⑷ 情報と伝達 

組織内外からの情報については、公益通報制度、「区民の声」制度等により入手した情報

をその内容に関する業務を所管する部署へ速やかに伝達し、適切に対応するための整備を

行っています。 

また、個人情報については、条例等により実施機関等の責務、収集の条件、適切な管理

等を定めるとともに、適正な管理及び安全確保を図るため、個人情報保護管理責任者等を

設置しています。加えて、文京区情報公開制度及び個人情報保護制度運営審議会を設置し、

個人情報保護制度の適正かつ円滑な運営を図っています。 

 

⑸ モニタリング 

日常的モニタリングとして、通常の業務に組み込まれて実施されますが、各部署におけ

る事案決定のプロセスや支出命令書等における会計管理者による審査が行われています。

そこで発見された事務処理の誤りについては、担当者等へ伝達され、適宜、適切に是正さ
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れています。不適切な会計処理が多く見受けられる部署に対しては、会計管理室によるヒ

アリングや指導が行われています。 

また、特定個人情報に関する安全管理措置の実施状況については、毎年度、企画政策部

情報政策課及び総務部総務課による監査を実施し、特定個人情報の適正な取扱いを確保す

るための取組の強化を図っています。 

また、監査委員による監査で指摘された事項については、各部署における措置結果を監

査委員に報告しています。 

内部統制の評価に当たり、リスク評価シートでは、リスク対応策の整備状況及び運用状

況について、自己点検及び自己評価を実施しています。さらに、内部統制対象事務を全庁

的に所管する部署等による独立的評価を組み合わせることにより、内部統制の取組を向上

させることとしています。 

 

⑹ ICT への対応 

これまで、財務会計システム、庶務事務システム及び文書管理システムを導入している

ほか、平成 31 年３月に区の ICT 推進に関する基本的な方向性を示すものとして「文京区

ICT 推進ビジョン」を策定し、AI（人工知能）・RPA（ロボティック・プロセス・オートメー

ション）等を活用した行政サービス向上、業務効率化等を推進しています。 

また、区の情報セキュリティ対策については、二要素認証の導入、庁内ネットワークと

インターネットの論理的分離の実施等により、安全対策や情報セキュリティの向上を図っ

ています。加えて、情報セキュリティインシデント発生時には、証拠保全、被害拡大の防

止、復旧、再発防止等の措置を迅速かつ適切に実施するための体制を構築しています。 

 

３ 評価 

  ⑴ 評価方法 

内部統制の目的を達成するために必要とされる六つの基本的要素ごとに、評価の基本的

な考え方と評価項目を示した「全庁的な内部統制の評価の基本的考え方及び評価項目」に

より評価を実施しました。 

具体的には、評価項目ごとに、統制内容を示す資料や所管部署等を整理した上で、内部

統制の不備の有無を把握し、不備がある場合には、当該不備が重大な不備1 に当たるかど

うかを幹事会にて判断し、推進本部で決定しました。 

 

⑵ 評価結果 

上記のとおり評価を実施した結果、令和２年度の全庁的な内部統制の評価については、

不備なしと判断いたしました。 

                                                      
1 整備上の重大な不備については、整備上の不備のうち、住民・区に対し大きな経済的・社会的な不利益を生じ

させる蓋然性が高いものが該当します。また、運用上の重大な不備については、運用上の不備のうち、不適切な

事項が実際に発生したことにより、結果的に、住民・区に対し大きな経済的・社会的不利益を生じさせたものが

該当します。 
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Ⅱ 業務レベルの内部統制に関する事項  

 

１ 概要 

各部署は、リスク例を参考に業務におけるリスクを識別し、及び評価して重要性が大きく

優先的に取り組むリスクを選定しました。リスク例以外からでも、内部統制対象事務で重要

性が大きいリスクがあれば、部署特有のリスクとして選定することとしています。 

選定したリスクをリスク評価シートに記載し、その対応策を整備して、適切に実施するこ

とで適正な業務執行の確保に努めました。 

さらに、リスク評価シートに記載した取組については、点検・評価を実施し、改善又は是

正をすることで、PDCA サイクルにより内部統制を向上させていきます。 

 

２ 取組件数 

各部署が令和２年度リスク評価シートに記載した取組件数は、合計 245 件でした。財務に

関する事務のリスクでは、「支払遅延」が 35 件、「国庫支出金等の不適切な事務処理」が 16

件、「郵券、ごみ処理券等の紛失」が 12件の順に多い結果となりました。 

個人情報に関する事務のリスクでは、「個人情報の誤送付」が 33 件、「個人情報の紛失」が

17 件、「電子メール等による誤送信」が 11件の順に多い結果となりました。 

   

■ リスク評価シートに記載されたリスクの取組件数 

財務に関する事務のリスク 

 

件数  

 

個人情報に関する事務のリスク 件数 

支払遅延 35  個人情報の誤送付 33 

国庫支出金等の不適切な事務処

理 

16  個人情報の紛失 17 

郵券、ごみ処理券等の紛失 12  電子メール等による誤送信 11 

見積書徴取の不備 11  個人情報の誤交付 ７ 

不十分な引継ぎ ９  アクセス権の不適切な管理 ６ 

不適切な物品管理 ９  個人情報の誤入力 １ 

報酬・報償の支払誤り ７    

委託業者トラブル ７    

現金の紛失 ７    

進捗管理の未実施 ６    

収納金払込みの遅延 ６    

調定遅延 ５    

その他（５件未満） 40    

  

３ 自己点検 

   令和２年９月に各部署において自己点検を実施し、リスク評価シートに記載されたリスク

対応策が整備され、適切に適用されていること等を確認し、問題点がある場合は、改善等を

行いました。 
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４ 評価 

⑴ 評価方法 

各部署は、リスク評価シートに記載したリスク対応策に対する取組について、整備状況

及び運用状況について、自己評価を実施しました。 

さらに、内部統制対象事務を全庁的に所管する部署等は、自己評価の結果を確認の上、

評価担当部署2 として独立的評価を実施し、不備がある場合は、当該不備が重大な不備に

該当するかどうかの判断を行いました。 

なお、内部統制対象事務について、リスク評価シートに記載していない重大な不備を把

握した場合には、通常の評価の過程で把握された重大な不備と同様に扱います。 

 

（参考） 

〇 整備上の不備については、次の評価項目のいずれかに該当するかどうかで判断してい

ます。 

・ リスク対応策の整備が行われていたか。 

・ 整備した内容は、リスク対応としての目的を果たすものとなっていたか。 

・ リスク対応策を適切に実施していたか。 

・ 自己点検や不備の発生状況等を踏まえて、必要な対応が行われたか。 

 

〇 運用上の不備については、整備段階で意図したように内部統制の効果が得られておら

ず、結果として不適切な事項を発生させたものが該当します。 

なお、地方公共団体における内部統制制度においては、結果として発生した不適切な

事項に係るものを内部統制の運用上の不備とすることとしているため、リスク対応策が

適切に実施されていないものは、運用上の不備ではなく、整備上の不備に当たります。 

 

 

⑵ 整備状況の評価結果 

令和２年度リスク評価シートに記載された 245 件（51 部署）のリスク対応策において、

整備状況の評価を行った結果、26 件（18部署）で整備上の不備ありとなりましたが、いず

れにおいても、重大な不備に該当すると判断した事例はありませんでした。 

内訳は、「支払遅延」が 11 件、その他財務に関する事務が 11件、個人情報に関する事務

が４件でした。最も多かった「支払遅延」の場合、整備した内容がリスク対応策としての

目的を果たすものとなっていないという理由から整備上の不備ありとなり、組織的にチェ

ックする進行管理シートを作成し、情報の共有化を図る等の改善が求められました。 

各部署は、評価結果を踏まえて、適宜、改善等を行うとともに、チェック体制等を強化

することで、引き続き令和３年度リスク評価シートを活用して、内部統制の強化に取り組

むこととしています。 

                                                      

2 評価担当部署は、企画政策部財政課、企画政策部情報政策課、総務部総務課、総務部職員課、総務部契約管財

課及び会計管理室が該当します。 
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⑶ 運用状況の評価結果 

令和２年度リスク評価シートのリスク対応策における運用状況の評価を行った結果、不

備ありとなったのは、以下のとおり９件（６部署）でしたが、いずれにおいても、重大な不

備に該当すると判断した事例はありませんでした。 

内訳は、「支払遅延」が４件、「不適切な物品管理」が２件、「委託業者トラブル」が１件、

「不十分な検査」が１件、「個人情報の誤送付」が１件でした。 

これらの不備について、各部署は、是正措置を行うとともに、対応策の改善によって再

発防止に向けた取組の強化を図り、さらに、令和３年度においても、引き続きリスク評価

シートを活用して、取組の点検、評価等を行っていきます。また、「会計事務の適正な執行

について」（令和 3 年 3 月 9 日付会計管理者通知）、「物品の適正な管理について」（令和 3

年 4月 7日付会計管理者通知）等を発出し、全庁的に注意喚起を行いました。 

 

     ■ 運用上の不備及び改善事項 

運用上の不備 部署数 概要 令和３年度の改善事項 

支払遅延 ４ 委託事業者等への支

払遅延によるもの 

進行管理シート等を作成して、チェッ

ク体制の強化を図る。 

不適切な物品管理 ２ 台帳と現物の不一致

があったもの 

確認表を活用して、台帳と現物の照合

によるチェックを実施する。 

委託業者トラブル １ 委託事業において、事

業者が利用者に誤っ

た説明を行ったもの 

仕様書の内容遵守と委託事業者との

連絡調整の機会を設けて、適宜、確認

を行っていく。 

不十分な検査 １ 契約締結を確認せず

に、事業者に納品依頼

を行ったもの 

契約事務の流れを徹底し、チェック体

制の強化を図る。 

個人情報の誤送付 １ 委託事業者による個

人情報の誤送付が発

生したもの 

委託事業者に対して、個人情報の取扱

いの徹底を指導し、リスク対応の報告

を求める。 

 

    ⑷ その他 

リスク評価シートに記載のない事務事故等で内部統制対象事務に関する報道発表事例が、

６件ありました。６件の事故の概要等については、以下のとおりです。そのうち１件につ

いては、結果的に、区民及び区に対して大きな経済的・社会的不利益を生じさせたものと

して運用上の重大な不備に該当すると判断いたしました。 

当該運用上の重大な不備については、内部統制評価報告書に記載のとおり子ども家庭部

子育て支援課において、平成 24 年度から令和２年度までに、児童手当、児童扶養手当及び

児童育成手当（以下「児童手当等」という。）の支給額を決める所得額算定に誤りがあり、

児童手当等の過払い及び未払いが判明したものです。 

その他の事故においても、当該事務を所管する部署は、リスク対応策を整備し、再発防

止に取り組んでまいります。 
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また、個人情報の取扱いについては、「個人情報等の取扱いの徹底について」（令和 3年

4 月 7 日付総務部総務課長通知）を発出し、個人情報等が記載された文書の誤交付・誤送

付を防ぐための必要な措置を講ずること、個人情報を取り扱う業務を委託する際は、受託

者に対する管理・監督を適切に行うこと等について、全庁的に注意喚起を行いました。 

 

   ■ 報道発表事例 

公表日 件名 概要 再発防止策等 

Ｒ2.5.22 通知書の

誤送付 

別の個人情報が記載された

通知書を同封して送付して

しまった。（該当者１人） 

 

封入前に、通知書、同封物、封筒の

数をそれぞれ合わせ、封入後の数

を別の職員が再度チェックする等

の対策を実施する。また、令和３年

度は、リスク評価シートに記載し

て取り組むリスクとする。 

Ｒ2.7.14 給付金の

二重給付 

給付金を誤って、２世帯（３

人分 30 万円）に対して二重

に支払ってしまった。 

給付金支給データ作成時に、チェ

ック体制を強化する。 

※ 令和２年度で業務終了 

Ｒ2.9.18 受領書の

紛失 

区の委託事業者が、個人情

報の記載された受領書１人

分を紛失してしまった。 

 

 

個人情報を取り扱う委託事業者に

対して、個人情報の管理や事故対

策を徹底させる。また、令和３年度

は、リスク評価シートに記載して

取り組むリスクとする。 

Ｒ3.3.23 通知書等

を混入 

区の委託事業者が個人情報

の記載された通知書及び領

収書を別人の荷物に混入さ

せてしまった。（該当者１

人） 

委託事業者に対し、個人情報の取

扱いの徹底について指導する。ま

た、令和３年度は、リスク評価シー

トに記載して取り組むリスクとす

る。 

Ｒ3.3.26 受診券の

紛失 

区の委託先である地区医師

会会員の医療機関が、個人

情報が記載された受診券 11

人分を紛失してしまった。

当該医療機関が保管する文

書を廃棄する際に、誤って

受診券も一緒に廃棄した可

能性が高い。 

受診券を含めた個人情報の適切な

保管等に関する注意喚起を地区医

師会に通知する。また、令和３年度

は、リスク評価シートに記載して

取り組むリスクとする。 

Ｒ3.6.25 児童手当

等の過払

い及び未

払い 

児童手当、児童扶養手当及

び児童育成手当の支給額を

決定する所得額算定の誤り

により、過払い及び未払い

があったことが判明した。 

算定に必要な所得情報の取扱いに

ついて改めて確認・管理を徹底す

るとともに、慎重に作業を進め、児

童手当等の所得判定を万全に行

う。また、令和３年度は、リスク評

価シートに記載して取り組むリス

クとする。 

 



 

文京区内部統制に関する方針 

 

 文京区は、区民に信頼される地方公共団体として、行政サービスを持続的かつ安定的に提

供していくため、内部統制制度を導入します。そして、組織的かつ効果的に内部統制に取り

組むことで、持続可能な行財政運営の確保に努めてまいります。 

 そこで、区では、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第１５０条第２項に基づき、取組

の基本的な考え方として、「内部統制に関する方針」を次のとおり定め、今後は、この方針

に基づき内部統制体制の整備及び運用を行ってまいります。 

 

１ 内部統制の目的及びその取組 

（１） 業務の効率的かつ効果的な遂行 

事務事業の業務プロセスを常に検証し、見直しをすることで、効率的かつ効果的

な業務執行に取り組みます。 

（２） 財務報告等の信頼性の確保 

会計事務などの財務に関する業務において、リスクを把握しつつ、適正なルール

の運用を行うことで、予算、決算等による財務報告等の信頼性を確保するとともに、

その情報の適切な保存及び管理に取り組みます。 

（３） 業務に関わる法令等の遵守 

職員一人一人が業務に関わる法令その他の規範を理解し、遵守して適正に業務を

執行するとともに、組織としてチェックできる体制づくりに着実に取り組みます。 

（４） 資産の保全 

区が保有する財産を適正に管理するために、正当な手続に基づく取得、使用、処

分等を行うことで、その保全に取り組みます。 

 

２ 内部統制の対象とする事務 

（１） 財務に関する事務 

地方自治法第１５０条第２項第１号に規定する事務 

（２） 個人情報に関する事務 

地方自治法第１５０条第２項第２号の規定により追加する事務 

 

 

 

令和元年１１月１１日 

文京区長 成澤 廣修 

（別紙１） 




